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1．　 は じめ に

　郵政 省で は平成 1（1年に 規制 緩 和推進 計画 の
．．
環 と

して 電話 料金 の 個別 認 叮制を廃止 し，届出制 とする と

共 に 加 人 電話等 の 基本的なサ
ービ ス に つ い て は一E限価

格 （プ ラ イ ス キ ャ ッ プ）方 式 と す る こ と を決め
， 平成

12年 工0 月 か ら こ の 方式 を採用 する こ と に し た．そ の

た め ， 郵 政 省 で は 「新 た な料金制度 の 運用等 の 在 り方

に 関す る 研究会」（平成 10 年，座長 ：堀 部政男 中央大

学教 授），「上 限価格 方式 の 運用 に関す る 研究 会」 （平

成 1］年 ， 座 長 ：岡野行秀東 京大学名誉教授）を設 け，

こ の 新方式 に 関する検討 を 行 っ た．著 旨は後者 の 研究

会 に 委 員 と し て 参 加 し，主 と し て 包 絡 分 析 法

（1）EA ） に よる NTT 東 ・酉 の 効 率性 測定 を行 っ た．

本稿 で は， ヒ限価 格方式 に っ い て 説 明 し，そ の た め に

採用 され た 算定方法等 を述 べ る が ， 11と し て DEA

（Lユ，5］〉の 利用 に 関する 説明 に 限定する．ま た，こ

こ で 述 べ る見解 は箸者の もの で あ り，必ず し も郵政省

の もの で は な い こ とをあ らか じめ お 断 り して お き た い ，

2． 上限 価格方式

　公 共財の 料 金設定は 大 きな社会問題 で あ る．上 限 価

格方式 はそ の た め の 有 力な手段と して英米等で ， 電話，

電 力，水道等 の 料 金 設 定 に採 用 さ れ て い る．こ の 方式

は 競争 が 充分 進展 し て い な い サ ービ ス に つ い て，市場

メ カ ニ ズ ム を補完 し，消費者 の 利益 の 保護 を図 る とと

もに ，事業者 の 臼主 的な経営 効率化 の イ ン セ ン テ ィ ブ

を
「
ノ・える こ と に より料金 の 低 廉化 を促す．そ の 結果 ，

〔1｝消 費者 に と っ て は 多 くの 場 合最 低 限一定 の 値下 げ が

期待 され，働 事業者に と っ て は，届 け出 だ けで 個 別料

金 の 変更 が で き る．経営効率 化 に よ一．
丿 て 利益 が 生 じた

場合 で も
一

定 期 間 内 は 追加的値 ドげを強制 さ才しる こ と

は な い と い う利点 を持 っ ．

とね 　か お る
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．
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　上 隈価格 を決定す る た め の 弔要 な要 因 と して 「消費

者物価指 数 （CPI）」と 「生 産性 向一L兄 込率 （X 植 ）」が

あ る．前者は 消 費者物価動向を反 映 させ る た め に 考慮

さ れ ，後者は 今後期待さ れ る列三産性 ［fll．E分 に 兄合 っ た

値下げ を価格 に 反映 させ るた め に 考慮 され る。

　
…

般 に 前期 の 料金指数か ら今期 の そ れ を決め る た め

の 基本的式 は 次の とお りで あ る．

　　「今期 の 料 金指数」

　　　＝「前期 の 料金指 数」× （lICPI 　X ）　　　 〔1）

こ の 式 の 右 辺 の CPJ は 公 表 され た f直を もと に推定す

る と して，問題 に なるの は Xf 直 （生産性向．1：見込率）

で あ る．

3． 生産 性 向上 見込 率 （X 値）の 決 定

　仮 に（1｝式 に よる 料金指数 の 改訂が t 年間継統 した と

すれば，t 年後 の 収 入は r・測 され る収 入 （R ）に 対 して

　　R × （1＋ CPI − X ）
，

とな る．こ の 値が t 年後の 「費用 （C ）」 と 「適 IF報ト駲

額
・
利 益 対応税額 （P ）」 の 和 に 等 し くな る と考え る．

すなわ ち

　　 R × （1十 CPJ ．．X γ＝C 十 P　　　　　　　　　　　　（2）

こ の よ う に，算 定 す る最後 の 年度 で 収 攴が 釣 り合 うよ

うに する 方式以外 に，算定期 間全体 で 収 攴相償す る 方

式 も考 え られ る が ，今回 は．L式 を川 い る こ と に な っ た．

こ の 式 か ら X 値 は 次式 に よ り計算さ れ る．

　　x − 1＋ c ・・一∀
c
ガ 　 　 　 …

後 で 述 べ る ように，収 入 （R ），費用 （C）お よび 適 正 報

酬 額 ・
利 益 対 応 税 額 （P ）と し て は過 去 の デ

ー
タや

NTT 束 ・
西 の 「中期経営改善施策」 か ら予測 し た値

をHiい る．そ の 際，特 に 費用 の 了
；
測値が 妥当な もの で

あ る か ど うか を，NTT の 持 っ て い る コ ス ト非 効 率性

と い う面 か ら検 討す る こ とが 本稿の 1：目的 で あ る．効

率 性 指 標 の 代 表例 と し て は DEA （包 絡 分 折 法 ），

TFP （令要素生 産性）向 L率，硲 率 的 フ ロ ン テ ィ ア

分析 （SFA ）等が ある． し か しなが ら，料 金規 制 と
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い う目的に 照 ら し て現時 点て 最 も信頼性 の 而 い と思 わ

2Lる DF へ を月1い るこ と に した。

4． DEA に よ る費用効率性 の 計測

　 DEA の 概 要へ 効 椡 1の 定義等 に つ い て は ・
レ y 文献

Jl，51 亭 み られ た い ． 一こ で は コ ス ト効 り11に つ い て

倉静桝 こ述 べ る に 留 め るL 副 固の 拝業体 （1）iV．　U） が あ

り，そ れ
lr

れ e
−
ll 個 の 入 力 （投 人 〉 項 ｛と ∫ 個 a）1

「Pi丿」

（1牛 出）項 1 を もっ て い る とす る．1）MU 、1 の 人 カ デ
ー

タ を x ＝（．／ ノ，．・・，．／，
’
n，、）

T
と し ， 出 力 デ ータ を ．＝＝（．U1 ，

・，YSJ）
τ

とする。入 出力行列 X 、｝
厂

をそ れ ぞれ 次 の よ

うに 定義す る．

　　x −＝（Xl ，　．Tz ．・．t，．z
’，，）．γ ＝（〃【，撰z，…，翫 ）

次 に 入 力要素 」 」の 単価 を 妬 し，聲戸 （c
’
1 　・・，c．

’
m．i）と

す る．い ま，DMUo （o − L …，ノ7）に つ い て 次 の LP を

解 く，

　 　 mln 　eピt．x 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l4）

　　subjt ：t　to　XA 　ar
，
｝訊 ∠

理o，λ 二 ◎．

こ の LP の 目指 す の は 生 産 lr∫能集合

　　｛（鼠 ，．OP）lx　　丿くλ．亘ノ　　｝ス，λ　　  ｝　　　　　　　　　　　　　〔5：：

の 中 で，DMU θ の 生 産 早 肋 亡
．
ドlrliら な い と い う条 件

．
ドで ．コ ス ト取 小 の 投 入 ミ ッ ク ス を 求め る こ とで あ る。

こ の しP の 爿 ：適角rを （．
’
r
’

y
’k
）とす る と き，DM じ 丿 の

コ ス ト効 率 性 （ま た は 総 効 率 性 lr。を次 の よ う に 定義

す る、．

　　 コ ス ト効率 （τ。）− C 。，x
＊

i
’
co ，rt 、　　　　　　　 〔6）

D 酬 Uo の 技 南 効 率 ’it （CCR モ デ ル の 癬 ） を θ8i純

粋な技衒効率件 （BcC モ デ ル t： 解） を θ‘1とす る とき，

コ ス トttJ翼 と技術 的 効率 の 比 と して llし か効 率 α。を 定

〜嗣 る。

　　配分効率 （cu。）
一

舜 θ舌
．
　 　 　 　 　 　 　 Il7 ）

また ス ケ
ー一

ル 効率 σb を 08 と 0、i’の 比 と して 定義す る．

　　 ス ケー一
ル 効率 （σ o ）　 081躍 　　　　　　　　　（8：：

こ う して コ ス ト効率 の 次 の 分解 を得 る．

　　 コ ス ト効 i （τ。）一躍 × σ。 × 飾 　　　　 　　 げ

後 で ，地 攻補 止 の た め に コ ス ト効率 を ス ケ
ール 効 彳 で

封 っ ノ直を月 い る D そ t＿で こ れ を補 li／済 み コ ス ト効率

と呼 ふ こ と に す る．

　　禰 正 済 み コ ス ト効 率 （ρo ）＝ θ8× αワ　　　　　　　　〔1 

こ れ は 純 粋 な 技術 効 1 と配 分 効 率 の 積で あ る．

5、 断 丁 の 効 率性を測 定 す るた めの デ ー タ

　　 ど結果

計 測 に 用 い た 庫 出，投 入
．
要素 に つ い て は 浅 捧 ・根本

翌7晒 の

に よ る ん行研究 L4］を参考に し た．そ の 他 多 くの 点 で

　 の 先駆 的 研究 か L 教 ノSを受 けた こ と を LILT して お きた

い ．DMU と し て は NTT 隶 に 所属 す る 北海道 ， 宋IL，

哀京．関 昶，イti越 の 冬事 業部，　 NTT 西 に所属す る北

L，ノ　，　東
』
毎，　lxjジしi．　レ ri月1　「Li「ll，　ナし丿・卜1グ）冬

．
于t業書1∫ク）合 i十

iFl ｝栄 1
「
に 崗す る，

’
ド成 6 年 P2 か ら 9 年度 ま で の 4

月
・．問の 雪動 を対象 と した．したが っ て，DMU の 数 は

取 大 44
．
で あ る．投 人．IL 「「1， 価格

．
妛素 （投 入 に 対す

る ）　七次 の とお りで
」
あ る．

投 人 〔：
．
1．）．：労働 ・− X −IF度末 の 匸尿員 更

投 人 t9，i ： 委本一 L地 ・娃 設仮勘 定を除 く実質化 した電

　　　　 乏丸通 ｛　仁業固定資産

投人 啣 ： 原材料 ＝ JJLi入 電 1盂及 び ISDN の 加 入 暫

庄 ll　llr〔1：1 着
：
广 f 送

一一bl］入 電 。tTi及 び ISDN の 通 信時 間

　　　　 （他 1業者 ヒσ）接統 分 を含 む）

産 ll｝
エ

1  ｝　，VJII　専1
．
引卩IMtl〈 （冠 「，託級 換算，他 串業者の

　　　　服もい ti用 線 分 を含 む〉

仙脩IL ：労働 ＝’J宜 人イ
’
卜費．年額 ÷ 年度末従業 員数

仙格 1：2 ：資 本＝投 資 財 価 格指 数 X （政 府株 止 債 利 f’

　　　　 壽二十 短 八 通玉，」拝業固定資」．t に 対す る減価償却

　　　　冪1．≡其月｝了の
‘．也 気 」重f、．．鼻業固 定 資 膚量客／／〔〉÷ 缶卩っ℃

　　　　物 価1百数

f襾格げ ：原材料 ．一萇質物 件費 ÷ 年度木加入者

　 こ れ 1）の デ
ー

タ を 用 い て ．各 DMU の 技 術 効 率

（θ
C
）， 純 枠 ∫ 技術功率 （θ

”

）， コ ス ト効 率 （τ）， 補止 済

コ ス ト効 率 性 （ρ）を　測 した。技衒 功 率 に 才 い て は 規

模 に 閃 して 収 穫
一
定 を仮 定 して い る た め に，屯気通信

！業の 場奔、規榎の 大 きい 痕京．関隶が 高 い 効率値 を

持 ち，魂恨 の 小 さ い 北陸，イ」1 越，匹 国毎 は 逆 に 低 い 値

を取
一
っ て い る．そ の た め 事業規模の 違 い に よ る効率性

の 迂 い を し∫、去 す る た め に地 域 補 止 が 必 要 と な る．そ の

補 1［を他 の 外 」変数 を川 い て 行 うこ と に は 狎
二
命的に 難

点 が あ る こ とが 指摘 され て い る （例 えば 31を参照 ）。

そ こ で こ こ で は，規模 に 関す る収 穫変動型 モ デ ル て 計

測 した 純 伜な技術効 郭を求め，両 甚の 比 と して ス ケ
ー

ル 効 〜雫を算 出 し，コ ス ト効 率 を ス ケ
ー．一ル 効 率 で 割 ・．．・ た

値 を （地 域 ） 補 ［［　 tfFiコ ス ト効率と し て 用 い た．表 1 に

こ 1 らの 卩十測 結果 を ノ月
一
．ス ケ

ー
ル 効率 で は 1匚陟，四

Ll」．イF ，，W，北海 道 等 が 低 い 値 を取 っ て い て ，地 域 的 な

．
不利 をもつ こ と が 伺われ る．コ ス ト効率 で は ヰ 化，イ

越，北海迸，四 国、中国　北陸 の 順 に 劣っ て い る。ス

ケ
ー一

ル 効 劉 O コ ス ト効率 を補 正 した 君 果，東北，中日，

北海 遺 ．　 匹は 依然 と して 低 い 値 で あ る が ，北 陸 と 四

「11ぱ大幅 に 値 が 朝一1一して い る．11 事業部 の 補 止 済 効

オ ペ レ ー
シ ョ ン ズ ・リサ ーチ
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表 1 平 成 6〜9 年度 の 複 数 年 度 を通 じた 効 率値

ス ケ
ー

ル効率性

H6 　 H7 　 H8 　 H9 　 平均

東京 　　O．995　 0．994　 0．997 　 1．000

関東　 　0．997　 0．998　 0．999　 LOOO

信越　　O．860　 0．887　 0．894　0．897

東北 　　0，930　 0．933　 0，939　 0．942

北海道　 O．895　 0．898　 0．913　 0，936

東海 　　0．970　 D．975　 0．978　 0．979

d匕陸　　　　0．778　　0，792　　0．828　　0．853

関西 　　0．997　 0．997　 0．998　 0．998

中国　　0．939　 0．950　 0．954　0．954

四 国 　 　O．858　 0．885　 0893　0．896

九州　　0．980　 0．980　 0．980　 0．982

0．9970

．9990
．8850
．9360
．9110

．9760
．8130

．9980

．9490

．8830

．981

コ ス ト効率性

H6 　 H7 　 H8 　 H9 　 平均

東京　　0．848　 0．825　 0．887　 1．000

関 東　　0．943　 0．922　0．945　 1．000

信越　　0．644　 0．682　 0．723　 0．770

東北 　　0．622　 0．641　 0．677　0．717

北海道　 0．681　 0．688　 0．729　 0．779

東海　　 O．910　 0．892　 0．916　 0．964

1匕陸　　　　0，733　　0．760　　0．802　　0．839

関西 　 　0，915　 0．880　 0．886　 0．937
中国 　 　 0．717　 0．724 　 0．760 　 0．797

四 国 　 　0．690　 0．728　 0．767 　0，805

九州　　 0．771　 0．771 　 0，807　0．845

0．8900

．9530

．7050

．6640
．7190
．9210
．7840
．9050
．7500

，7480

．799

地域補正済効率性

H6 　 H7 　 H8 　 H9 　 平均

東京　　 0．852　 0．830　 0，890　 1．000
関東　　 0．946 　 0．924　 0．946　 1．000

信越　　 0．749　 0．769　 0，809　 0．858

東北 　　0．669　 0．687 　 0．721 　 0．761

北海道　 O．761　 0．766　 0．798　 0．832

東海　　O，938　 0．915　 0．937　 0．985

」匕陸　　　　0．942　　0．960　　0．969　　0．984
関西 　 　O．918　 0，883　 0．888　 0．939

中国 　　0，764　 0．762　 0．797　0．835
四 国 　　O．804　 0．823　 0，859　0．898
九州　　 0．787　 0．787　 0．823　 0．860

0，8930
．9540

．7960
．7090

．7890

．9440

．9630

．9070

，7890

．8460

．814

率性 を NTT 東 ・西 の効率性に換算 す る 際 に は，各事

業 部の 費用 の 比 率に よ る加 重 値 を用 い た．その 結果 を

表 2 に 示 す．

　東西 と もに 直近年度に効率性 が 向」．して い るこ とが

分 か る．そ の 他，様 々 な ケ
ー一

ス 及 び モ デ ル に よる計測

を行 っ た．例え ば，単年度毎の 計測や ウ イ ン ド
ー

モ デ

ル 等 で あ る．各 ケ ース 毎 に 多 少効率値 は 異 な る が ， そ

20〔）1 臼i6JJ 与チ

表 2 ’IE成 6〜9年 度 の 複 数 年度を通 じ た 補 1ト済非効 率

　　 （％）

H6 　 H7 　 H8 　 H9 　 平均

東 15．916 ．813 ．06 ．513 ．0

西 13．414 ．812 ．68 ．312 ．3

れ らは ほ ぼ 表 2 に類似の もの で あ っ た．

6． NT 丁 の 費用 効率化計画

　NTT 東 ・西 は
’lz成 11 年 11 月 17 日 に 「，1T期 経 営

改 善施策」を発表 して い る．こ の 中 に は 平成 12 年度

か ら 14年度ま で の 3 年間 を 対 象 に ， 人件費効率化，

設備投資額削減，物件費 ・業務委 託費削減等を追加的

に 行 うこ と を内 容 と し，費用削減 額 と して，平成 1・1

年度に お い て NTT 束 が 約 1，600億円，　 NTT 西 が 約

1，900億円 を 見 込 ん で い る．こ の 改 善案 に 従 来 か ら 実

施 され て きた効率化 を加える と，費川削減額 として，

IS一成 ユ4 年度に お い て ，
　 NTT 東が 約 2，500億円，　NTT

西が 約 3，0｛〕O 億ll∫を予定 し て い る こ と に なる．こ れ を

費 川 の 割 合で 見 る と NTT 東 が 8．7％．　 NTT 西 が

10．1％ と な る．DEA に よ る 計 1則結果 は， こ の rlI期経

営改善施策 が NTT の コ ス ト非 効率を除去する こ と に

よ っ て 必 ず し も不可能 で は な い こ と を示唆 し て い る．

7． 上 限価格の 決定

　 ヒ　IS）R価 格 決 定 の た め に は ま ず〔3）式 に よ り X 値 （生

産性向上 見 込率） を決 め る．その た め CPノ （消費者物

価指数変動 率） と して は平成 1工年 の 変動率
．O．3％を

用 い た ．さ ら に，NTT 東 の 音 声 伝 送 役務 （電 話
．ト

ISI）N ）の 場合 ，
」1又入 （R ）

− 14，898億 円 （こ れ は 重 回

帰 分 析 と ト レ ン ド予測 の 併 用 に よ る値），費用 （C ）＝

13．308億円 （こ れ は前章 の 削減策に よる ），適 止 報酬

額 ・利益対応税額 （P）L843 億円 （こ れ は 他 人資木 コ

ス ト，自己 資本コ ス ト，全 国主要 企 業の 平均 自己資本

利益率，国債利回 り，NTT 西 との バ ラ ン ス を考慮 し

て 算定） を用 い た．また ’＝3 （年間） と した．そ の 結

果 ，X − 1．9％ とな る．こ の X と CPI を｛1）式 に 代 人

して NTT 東 の 音声伝送 役務 （電 話 十ISDN ） の 基準

料 金 指 数 は 97．8％ 一．IOO× （1− 0．003 − 0．Ol9）％ と な

る．同様 の 計算を専 用役務，加 入者回線 に つ い て も行

い ，電気通信審議 会 の 議 を経 て 平 成 12 年 6 月 21 日 に

郵政 大臣か ら NTT 東
・
西 に 通 知 さ れ た．今 同の 算定

に 当 た り特 に考慮 さ れ た こ との
一

つ は，NTT ！与編後 ，
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表 3　 口製仙格 と値 ドげ に よ る NTT 指 数

一 τ

旨　 旨　 音声伝送役務 専用 役務

ヒ限価格
1NTT

指数
　 　 　 　 　 　 　 　 　 一旨
上 隈価格 iNTT 指数 I　　　　　　　　　　I

東

託．

97．，8％

9」7．8％

97．4％

9ア，8％

97．6％

97．6％

95．8％　 i

・… 」

N
’
i
’
／
’
車 ・

西問 t’／1急激な料・个格差力 生 ： な い よう，両

刃 つ 婦
一一

の 料金を と る こ と も 可能 と し た こ と で あるtt

そ の 肴．：bl果，　 ヒ限 価 格 は 東 西 1，il ・
と し，惇 用 役 務 よ

97．6％．、指定 輪 末系 伝送 路 ：匸史備の み を 用 い て 提 供 され

る 1  声で」ア役務は 董00％ と な っ た．

　 NTT 哀 ・丙 は こ の 旭 知 を受 け て ，’1孔成 12 年 8 月

31　iに 判・金 変 吏 の 汰 ，匸 を 行 い ，IOL
ゴ
IIか ら実 施 す

る こ と と な一．
♪ た．そ の 内 惇は illllイ1ヒ もi髄il．．の 判

・
金体系

で め ’．た が ，特 に 圧 近格 差 の 大1隔な緬 小 や，学板 イ ン

タ
ー．一

ネ ッ トの 訓 引 サ
ー

ビ ス の flfLドげ f，， が i｛た Z もの で

あ っ た．玉1赦 大臣 ガ 遁 ！ll［L た．ヒ限 価柊 ヒ八 ：［の 植 トげ

に よ る 7 令 指 数 は 表 3 の と お りで あ る．1二ほ Li製fl111格

に 近 い 稲 に Jjx ま っ て い る．ま た NTT 末 ．゚阿で 科金 が

同額 で あ る に もか か 1 ？ ら ず，指 数が 異な る の は トラ ピ

ッ ク描戊 が 異 な る こ と に よ る．

8．　 おわ．りに

　 本・Flに お い て は，　 NTT の ．ヒ阪価格 卓定 に ）liい られ

た　．【師窪に まち考に さ れ た 一DEA に よ る 効率牲測 定

とそ の m 朱 二つ い て 述 べ た，こ の よ うに OR の r−zaが

政 策汰 定 に 号慮 さカ 7 と い う機会は我 が 国
ヅ t’1・ず し

も 多 く・．い と悪 わ れ る　（ヅ 国で は OFTEL の 例「2
一
が

あ るL ／
卜回 の 11業か ら 塔 昌な り に 学 ん だ こ と を 1，己 し

て お きた い ．

　 ！レ　
．一

般 に （1　R ｝法 は
．一．

）の モ デ ル で あ る か ら その

適 鳩 111
．
能亀巳1川 に 1よ限 界 が あ ろ。DEA の コ ス ト モ デ ル

に お い て は 技 入：
λ 耳 。間の 代苧劇

．1ど 仮定 し て い る こ と に

な 7 、f列え ば 労 働 と 資本の iGjの 代静 11iで あ る．こ れ ほ

長 い ilで 兄れ ば ，そ の ような移毛 が 進 む 可能性 力寸
高 い

で
．
あ ろ 丿 ガ 　 k 期間 で の 実 現 に は 限 界 が あ る． ゴ た，

NTT の み合，単 ｛1侵 の ｝十測 で は 1）MU が 11 と い う

少 な さ で あ り，効 倒生の 差 が 駄 ．陛、こ あ ら わ れ に くい と

雛 謬 （6）

い う き ら い が あ っ た ．しか しなが ら限
’
， れ た デ ータ に

よる 卩 卜測結 垠 と は し・ え，NTT の 中期経 営 r，i』1ii町に よる

コ ス ト効 率性 向 L見1ムみ か
1DEA

に よる 1、1測 とほ ぼ i可

じもL囲 に 収 ま っ た こ と は 典味深 い こ とで あ・．
） た．

　（2） IE］Pt分柝を NTT 　I人1都の デ ータ の み に よ っ て

行 っ て
．
い る．そ の 結 来 ，NTT 内 で の 優

・れ もの （多 く

の 場（裏 li（．暫業部ノ と の 比 1入 に よ っ て 非効 ÷の 計測 が

なさ uFこ，．　 N
’
i
”P

以外 の 企 某や外 国グ）介 奨を比転 の 対

象 と しλ 研 究 も必蛋 で あ る が ，デ
ー．・

夕　く＞u ．や 叢滋 の 辻

い ，会 、1［
．L  の 達 い か ら そ れ が llS来 な か っ た、国1小 会

一
i［JL

’
t
’
が
’

：施 さ れ れ ば その よ う な研究 が 「ifihe と な る．

　〔3）　今匡 の 1粍で は価絡 と 1 漆を独 ：11、に 頁則 して い

るc しか ）な が らII1；今の イン ターネ ッ トの 急激 な普二及

と蜘’
II｝L．、『の 爆ゴ各的 な 伸 び を．兄 る と，今 麦の

’
1要 r’測

に
’IG・．

っ ごは，　トレ ン ド要 素とi司ll、」に 佃汁得弾 Jrlld／を考慮

した．1”ly．iが 必 爵 C あ ろ う．仮 に ，3、式 に お い て 収 入 （R ）

を 1 ％4 ・訪liしt 〕．す れ ば ．　 ：限 111il些 指 数 は 95．2％

｛劇 NTT 　l￥声伝送 図 イ秀の 場 合〉 とな る，．

　 〔4）　卜 Ir の
1
：阪 価｛脅f直は わ が li，1の lfTの 普・及 発 展

に 絶 入
幽
よ影誓 ご 反ほrす．その 諷 味 か ら も，最新 ノ）デ

ー

タ を用 い た．1　 ［」仙格 の 改定 か タ イ ム リーに 行われ る こ

と を要望 す る 炎 ズ で あ る．
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